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[1] はじめに

本研究の目的と背景

研 究 の 目 的

モデルによる地域経済・地域産業における波及効果を数量的に明らかにする．

市場メカニズムと交通インフラ整備の影響との関係を精緻に組んだ全国9地域間産業連間モデル

を用いて，地域経済の構造変化を，歴史的に検証をする．

モデルが構築されたら，高速道路の無料化などの交通インフラを巡る問題のシナリオ分析を行う．

研 究 の 背 景

高速交通インフラの整備の影響は，必ずしも地域経済にプラスに働くわけではない．

現代社会の複雑化に伴い，大都市と地方間の格差，大都市圏内での格差，大都市間の格差と

いった，交通インフラをめぐる様々な経済格差が，高速交通機関に関係する地域で起きている．

交通インフラ整備の効果の実態を正確に把握するためには，モデルによる分析・検証が必要と

なってくる．
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特徴 2)’
過去の交通状況を忠実に考慮するために，高速鉄
道・高速道路・航空の代表的路線における区間移
動の所要時間・利用料金について，1965年から
2000年までの35年分のJTB時刻表や道路時刻表か
ら丹念に調べた．

2） 交通効果の評価

全国9地域間産業連関データの各9地域に代表地点
を設定し，その区間を高速鉄道・高速道路・航空の
代表的路線を利用して移動した場合の交通の利便
性を，所要時間と利用料金から評価する指数を独
自に考案し，計測した．

特徴 3)’
所得を表現する際には，ポテンシャルモデルによる
分析を行っている．

3） 交通の全国9地域間産業連関モデル

計測した評価指数を用いて，交通に関連する変数
（後述）を説明することで，全国9地域産業連関モデ
ルの中に組み込んだ．

特徴 1)’
1990年基準の接続全国9地域間産業連関表を作成．
5隔年8時点，35年を網羅した時系列的，歴史的な
分析ができる．地域経済・産業構造変化の分析が
可能となる．

１） 全国9地域間産業連関モデル

1965年から2000年の全国9地域間産業連関データ

を用いたモデルを構築する．

研究のアプローチ 研究の特徴

[1] はじめに

研究のアプローチと特徴
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本研究で扱う地域と産業部門
● 地域区分－全9区分－
1.北海道 2. 東北 3. 関東 4. 中部 5. 近畿
6. 中国 7. 四国 8. 九州 9. 沖縄

● 部門分類－計8部門－
① 農林水産業 ② 鉱業 ③ 金属製造業
④ 機械製造業 ⑤ その他の製造業
⑥ 建設業 ⑦ 商業・運輸業 ⑧ その他の産業

[2] データについて

全国9地域間産業連関（1） －データの構成－
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【産業別デフレータの作成】

実質化するためには，デフレータが必要．独立行政法人経済産業研究所の産業連関表データ「部門別名目

生産額」と「部門別実質生産額」から，産業別デフレータを作成する．手順は以下．

（1） 部門統合

経済産業研究所のデータは，108部門．

産業コード対応表 (JIP-1995IO基本表-日本標準産業分類) を参照し，本研究で使用する産業連関デー

タに対応するように，８部門まで集計．

（2） 欠落データの推定

経済産業研究所のデータは， 1970年から2002年まで毎年作成されているが，うち1971年，1972年が

欠落．本研究が対象とするサンプル期間分データを埋めるため，消費者物価指数（IFS）を用いて回帰

分析し予測．

（3） 産業別デフレータを作成

基準年は，1990年で計算．

以上の部門別デフレータで全国9地域間産業連関データを部門ごとに除し，実質データを作成．

部門別実質生産額

部門別名目生産額
部門別デフレータ=

[2] データについて

全国9地域間産業連関（2） －実質データの作成－
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交 通 評 価 指 数 と は

高速鉄道・高速道路・航空の各高速交通の利便性を評価する指数。

[2] データについて

全国9地域間産業連関データと交通評価指数との関係

茨城 栃木 群馬

埼玉 千葉 東京

神奈川 新潟 山梨

長野 静岡

香川 高知

愛媛 徳島

富山 石川

岐阜 愛知

三重

福井 滋賀 京都

大阪 兵庫 奈良

和歌山

宮崎 長崎

佐賀 福岡

鹿児島 大分

熊本

鳥取 島根

岡山 広島

山口

青森 秋田

岩手 山形

宮城 福島

北 海 道

東 北

関 東

近 畿

中 部

中 国

四 国

九 州

沖 縄

札幌

東京
名古屋

大阪

松山博多

那覇

全国9地域間産業連関表の地域分類と代表地点

仙台

広島

評価基準

① 所要時間時間価値（所要時間×当時の実質賃金（時給））

② 利用料金

地域間移動の定義

全国9地域間産業連関モデルの各9地域の中に代表都市を設定し，

その区間移動をすることを想定している．
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札幌

仙台
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松山博多

沖 縄

那覇

東北新幹線
東北本線

東海道新幹線
東海道本線

東海道・山陽新幹線
東海道・山陽本線

山陽新幹線
山陽本線

山陽新幹線
山陽本線

函館本線
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：高速鉄道の交通評価指数

：1965年の在来線利用による所要時間価値

：1965年の在来線利用による乗車料金コスト

：各年における高速鉄道利用による所要時間価値

：各年における高速鉄道利用による乗車料金コスト

[2] データについて

交通評価指数(1) －高速鉄道－
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北海道⇔中部
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北海道⇔中部
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1965年 1972年 1979年 1986年 1993年 2000年

東北⇔中国

中部⇔四国
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中部⇔四国

関東⇔九州
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1965年 1973年 1981年 1989年 1997年

関東⇔九州

近畿⇔東北
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[2] データについて

高速鉄道の交通効果の評価指数（一部抜粋）

1992年 東海道新幹線「東京－新大阪」 『のぞみ号』 導入．
1993年 「新大阪－博多」区間が開通．

下降するのは，同じ所要時間の場合，物価が上昇により，
時間価値や料金が上がっていくため，交通評価は下がる．
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東北高速道
国道4号線

名神高速道
国道2号線

東名高速道
国道1号線

本四連絡高速道

山陽高速道
国道2号線

九州高速道
国道3号線

：高速道路の交通評価指数

：基準年（1965年）の一般道利用による所要価値

：基準年（1965年）の一般道利用による料金コスト

：各年における高速道路利用による所要時間価値

：各年における高速道路利用による利用料金コスト
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[2] データについて

交通評価指数(2) －高速道路－

定義式
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[2] データについて

高速道路の交通効果の評価指数（一部抜粋）
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下降するのは，同じ所要時間の場合，物価が上昇により，
時間価値や料金が上がっていくため，交通評価は下がる．

1988年（昭和63年），瀬戸大橋の開通
によって，所要時間が大幅に短縮．
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北 海 道

東 北
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：航空の交通評価指数

：基準年（1965年）の航空利用による所要時間価値

：基準年（1965年）の航空利用による乗車料金コスト

：各年における航空利用による所要時間価値

：各年における航空利用による乗車料金コスト
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[2] データについて

交通評価指数(3) －航空－

定義式
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[2] データについて

航空の交通効果の評価指数（一部抜粋）
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当時，直通が無い
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例）高速道路の交通評価指数が上がるとすると，

[2] データについて

交通機関の代替性を考慮した評価指数
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各々の交通機関には，相互に代替性が存在するので，それを以下のように定義する．
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3つの交通機関の評価指数のうち，一つの指数が上がれば，他が下がる相互作用の仕組み．
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中間財交易係数のモデル

（3）

hk
im ：交易係数 （第i財の第ｋ地域での購入した財のうち、第ｈ地域から来た財の割合 ）

ポテンシャル所得

hWAGE ：第ｈ地域賃金

hk
iCPR ：第h地域第i産業の生産物に対する第k地域の民間消費

ip ：第i費目の価格，

cp ：マクロの消費者物価指数

lk
air

lk
high

lk
trn TTTTTT ,, ：第h地域の周辺地域の代替性を考慮した交通評価指数を合計したもの

kWAGE ：第k地域賃金

k
jL ：第ｋ地域の第j産業の総雇用者数

⇒第ｋ地域第j産業の雇用者数は，第k地域が周辺の複数地域からアクセスのしやすさで説明．

⇒第k地域の民間消費は，周辺の複数地域の所得ポテンシャルから影響を受けるというメカニズム．

⇒地域間交易，つまり，物流は，主に高速道路で行われているという意味．

[3] 多部門モデルの全容
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産業別価格のモデル

賃金率のモデル

（5）

（6）
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ijx ：第h産業の第i産業から第k地域の第ｊ産業への中間取引

k
jratewage _ ：第ｋ地域の第j産業の就業者1人当たりの賃金率

総生産のモデル

（4）
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⇒第h地域，第i産業の総生産は，全国9地域間産業連関表の需要構造から上のように決定される．

⇒産業別価格は，投入された原材料・労働等の生産要素の費用構成によって決定される．

⇒賃金率は，地域別・産業別の就業者の一人当たりの産出量，つまり，労働生産性で説明．
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[3] 多部門モデルの全容
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全国9地域間産業連関モデル

[3] 多部門モデルの全容－モデルのフローチャート－
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[4] 推計結果（パネル分析結果の一部抜粋）

民間消費 －第5部門の中部・第4部門の近畿－
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[4] 推計結果（パネル分析結果の一部抜粋）

賃金率 －第3部門機械製造業・第5部門その他の製造業－
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[4] 推計結果（パネル分析結果の一部抜粋）

産業別価格
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[5] まとめ

今後の予定ーシナリオ分析ー

高速道路の交通評価指数 を構成している『利用料金』を，2009年から2020年までゼロにする．
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全国9地域間産業連関モデル政策変数：交通評価指数 を
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モデルが構築できた際には，民主党の公約である『高速道路無料化』についてのシミュレーションを行う．具体的に，どのよう
に行うかは，次のような流れを考えている．
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[5] おわりに

まとめと今後の課題

交通の利便性や効果を示す要素は他にも考えられる。

他の政策評価などのシナリオ分析も考えられる。

モデルの精度を上げる。他の変数の内生化を再検討する。

1．

2．

3．
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